
 
 

随意契約見直し計画 
 

平 成 ２ ４ 年 ４ 月 
株式会社国際協力銀行 

 
 
１．随意契約の見直し計画 
（１）平成１８年度において、締結した随意契約について点検・見直

しを行い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、順次可能なものから一般競争入札等に移行することと

した。 
 
【全体】 

平成１８年度実績 見直し後 
 

件数 金額（億円） 件数 金額（億円）

（20.8％） （13.2％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２４２ ２２

（1.5％） （4.2％） （7.1％） （7.2％）
競争入札 

１７ ７ ８２ １２

（32.3％） （37.7％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争等 
（14.1％）

１６４

（31.7％）

５３ ３７５ ６３

（84.4％） （64.1％） （39.8％） （41.9％）
随意契約 

９８０ １０７ ４６２ ７０

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

１，１６１ １６７ 1，１６１ １６７

（注１）本計画は、平成２４年４月１日付株式会社国際協力銀行の設立に伴い、平

成１８年度実績を踏まえ策定された株式会社日本政策金融公庫の平成２

２年８月公表の計画から国際協力銀行分を分離し、改めて作成したもの 
 (注２) 見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 
（注３）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
（注４）平成１８年度実績について、競争入札を実施したものを含んで計上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【同一所管法人等】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（億円） 件数 金額（億円）

（20％） （20％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） １０ １

（0％） （0％）
競争入札 

０ ０

（53％） （63％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争等 
（12％）

６

（33％）

１ ２６ ２

（88％） （67％） （27％） （17％）
随意契約 

４３ ２ １３ １

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

４９ ３ ４９ ３

（注１）本計画は、平成２４年４月１日付株式会社国際協力銀行の設立に伴い、平

成１８年度実績を踏まえ策定された株式会社日本政策金融公庫の平成２

２年８月公表の計画から国際協力銀行分を分離し、改めて作成したもの 
（注２）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 
（注３）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
（注４）平成１８年度競争入札を実施したものを除き計上 
 
【同一所管法人等以外の者】 

平成１８年度実績 見直し後 
  

件数 金額（億円） 件数 金額（億円）

（21％） （14％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２３２ ２１

（6％） （4％）
競争入札 

  

６５ ６

（32％） （38％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争等 
（14％）

１５８

（33％）

５２ ３４９ ６１

（86％） （67％） （41％） （44％）
随意契約 

９３７ １０５ ４４９ ６９

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

 １，０９５  １５８  １，０９５  １５８

（注１）本計画は、平成２４年４月１日付株式会社国際協力銀行の設立に伴い、平

成１８年度実績を踏まえ策定された株式会社日本政策金融公庫の平成２

２年８月公表の計画から国際協力銀行分を分離し、改めて作成したもの 
（注２）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 
（注３）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
（注４）平成１８年度競争入札を実施したものを除き計上 



（２）随意契約によることができる場合を定める基準については、既

に国の基準に準じたものとしている。 
 
（３）随意契約の公表の基準についても、公共調達の適正化について

（平成１８年８月２５日付け財計第 2017 号）に定められた国の基

準に準じ、公表している。 
 
２．随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 

平成２０年度以降、以下の措置について可能なものから順次実施

し、随意契約によることが真にやむ得ないものを除き、一般競争入

札等に移行することとしている。 
 
（１）公募手続き及び企画競争の拡大 
   透明性・競争性を確保するため公募手続きの導入や、提案書等

を評価して契約相手方を特定する企画競争の拡大を図る。 
 
（２）総合評価方式の導入拡大 
   情報システム業務のほか、調査、広報、研究開発、コンサルテ

ィング業務等について、総合評価落札方式による一般競争入札に

よることができることとし、総合評価方式による一般競争入札を

積極的に活用していく。 
 
（３）複数年度契約の導入 
   システム関連の機器調達・保守契約等の複数年度にわたる期間

を前提にしている契約で、国等においてはすでに複数年度契約を

締結しているものなどについて、複数年度契約の導入を図る。 
 
（４）入札手続きの効率化 

一般競争入札の拡大に伴う業務量の増加を勘案し、契約専任者

の育成等による調達部門の専門性のアップを図る。 
 
 
（注）個別の契約の移行時期及び手順については、「随意契約の点検・

見直しの状況」に記載 
 
 
 


